予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名　スクールカウンセラー設置費・事業推進費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会　学校支援課　生徒指導係　電話番号：058-272-1111（内3699）

　　　　　　　E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　226,716千円（前年度予算額：227,304千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	227,304
	75,717
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	151,587

	要求額
	226,716
	75,146
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	151,570

	決定額
	226,716
	75,146
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	151,570


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・岐阜県内における平成２５年度の不登校児童生徒数は、小学校537人、中学校1,763人となり、前年度と比較して増加した。教職員やスクールカウンセラー等の働きかけにより登校できるようになった児童生徒がいる反面、不安等の情緒的混乱や心身の病気を抱えるケース等、新たな不登校が増えている。
　・平成２６年度は、全１８４中学校区にスクールカウンセラーと、９８中学校区にスクール相談員を配置した。

　・中学校の不登校生徒のうち小学校でその兆候があった割合が多く、小学校段階における教育相談体制のより一層の充実を図るため、専門的な指導・助言が学校から求められている。

（２）事業内容

・実情に応じて、県内全ての中学校区にスクールカウンセラーを、９８校区にスクール相談員を配置し、専門的な指導・助言による教育相談体制の充実及び教師の教育相談に関する資質の向上を図る。
・スクールカウンセラーは、児童生徒、保護者、教職員等に対してのカウンセリングや、専門的な知識・経験を生かした見立てや助言を行う。
・スクール相談員は、児童生徒の気軽な相談相手として家庭訪問や学習支援を行う。
・全ての小・中学校の教育相談主任を対象に、スクールカウンセラー等の活用による教育相談体制の充実を図るための研修を年２回開催する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　県２／３負担（国１／３補助『いじめ対策等総合推進事業』）
　　教育相談主任研修会の旅費は、県10／10負担（国の事業費に含まれない）
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	212,485
	スクールカウンセラー等　報酬

	旅費
	13,589
	スクールカウンセラー等　旅費

教育相談主任研修会　旅費

	共済費
	642
	労災保険代

	合計
	226,716
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・第２次岐阜県教育ビジョン
基本目標２　豊かな心と健やかな体をはぐくむ教育の推進
（３）いじめや不登校、問題行動への対応と教育相談体制の充実
取り組むべき主な施策

　③スクールカウンセラー等を活用した教育相談体制の充実
（２）国・他県の状況

・文部科学省「いじめ対策等総合推進事業（補助率１／３）」
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　前年度に引き続き、県内全ての中学校区にスクールカウンセラーを、９８校区にスクール相談員を配置し、スクールカウンセラー等の専門的な指導・助言による教育相談体制の充実及び教師の教育相談に関する資質の向上を図り、岐阜県内の公立小・中学校における不登校児童生徒数を減らします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	公立小・中学校の不登校児童生徒数
	（H　 ）
	2128人
（H23）
	2105人
（H24）
	2300人
（H25）
	2300人未満
（H27）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

全184中学校区にスクールカウンセラーとスクール相談員(95/184)を配置し、全ての小・中学校で活用できるようにしました。

スクールカウンセラーは、学校の教育相談体制の充実、教師の教育相談に関する資質向上のための指導助言、児童生徒・保護者へのｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ等を行っています。また、スクール相談員は、家庭訪問や相談室での学習支援等、学校復帰への支援等を行っています。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成２５年度の不登校児童生徒数は、小・中学校ともに増加しました。スクールカウンセラー等による専門的な相談が効果的であると回答した学校は依然として多くありました。（いずれも、「平成25年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」の結果から


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	全ての中学校区において、臨床心理に関して高度な専門的知識を有するスクールカウンセラーの見立てによって、学校の教育相談体制の充実を図っています。小学校からも、スクールカウンセラーの派遣依頼が多くあり、学校からの必要性は高い傾向にあります。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	学校は、不登校児童生徒が登校できるように様々な支援をしています。その中でも、スクールカウンセラーやスクール相談員等が専門的に相談に当たったことは、特に効果がありました。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	適切な事業の実施により、効率化を図っています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
不登校やいじめの早期対応及び未然防止の観点からも、県内全ての小・中学校においてスクールカウンセラーを活用できる環境を整備する必要があります。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

スクールカウンセラーの小学校での活用拡大を進めることができるように、より効果的な配置方法を検討していきます。


